
地域医療構想の進め方について（広島県） 

  

広島県健康福祉局医療介護政策課  

１ 趣旨  

令和 4年度から 5年度において，令和 7年度の地域医療構想の最終年度を見据えて，公立・公的・

民間医療機関のすべての医療機関における対応方針の策定や検証・見直しの議論を進めるとともに，

各医療機関の役割分担や持つべき医療機能と病床数について議論を進めていく必要がある。  

   

２ 地域医療構想の進め方  

①  現状把握  

項目  内容  

参考様式作成 ・対応方針（プラン）の様式（国の参考様式を基に県で作成）  

2025 年の各病院

の検討状況（方

針案）を確認  

・様式を参考に公立・公的医療機関等（再検証対象医療機関を含む。）を中

心に 2025 年度（令和 7年度）に向けて，医療機関の医療機能，病床数，他

医療機関との役割分担等（救急対応を行う病院，回復期を担う病院），建物

の建替え，高額機器の購入，働き方改革を見据えた人材確保の見通しなどに

ついて，ヒアリングを行う。  

・民間医療機関についても，原則，すべての病院に対して意向を確認する。 

ただし，例えば，急性期機能（高度急性期・急性期）が過剰な圏域であれ

ば，急性期機能を担っている病院をヒアリング対象とし，その他は書面など

圏域の実態に応じてヒアリングを行う。  

・ヒアリング方法は，訪問，Ｗｅｂ会議，電話などで行う。  

必要病床数との

比較  

・2025 年必要病床数とヒアリングした圏域の病床数を比較し，過剰な病床

を持つ病院を把握する。  

地域のあるべき

姿をイメージ  

・データを活用し，圏域の医療機関の客観的な役割をイメージする。  

（医療機関の規模，稼働率，診療報酬上の施設基準，診療実績，人員配置など）  

      

② 検討の場  

    次の①から③などを活用し，圏域の役割分担・連携を協議する。  

方法例  内容  その他  

①  

現行の会議体を活用  

・地域医療構想調整会議（公開） 

・病院部会（非公開）  

会議の場で，医療機能の役

割分担・連携，病床数等を

協議する。  

・対応方針の決定は地域医療

構想調整会議になる。  

・始めの協議から地域医療構

想調整会議を活用することも

考えられる。  

②  

関係病院の協議の場を設定  

・県主導  

・国の支援  

関係病院，医師会に確認

し，非公開な会議を開催

し，医療機能の役割分担・ 

連携を協議する。  

  

・保健所が主導  

・国の支援（重点支援区域・

重点支援区域前）が得られれ

ば，国の支援により，コンサ

ルによるデータ分析・会議の

場の設定などを行う。  

③  

対象病院の個別協議  

分化・連携が必要と考えら

れる医療機関に対し，個別

に協議する。  
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３ 参考様式について 

（１）公的医療機関について 

  別紙「令和 4年度作成 別添 ひな形 参考資料」のとおり，H29 年に厚生労働省で作成した

様式に，「①新興感染症等対応」，「②働き方改革への対応」及び「③建物の建替え，改修，高額

医療機器の購入」を追記するとともに，具体例を示して，作成を依頼する。  

ただし，必ずしもこの様式でなくても，法人で定められている様式があり，必要な内容が記載

されていれば認めることとする。 

なお，3ページ目の「①構想区域の現状」及び「②構想区域の課題」については，各圏域の事

務局で作成し提示することとする。 

 

（２）民間病院について 

   公的医療機関と同様の①「令和 4年度作成 別添 ひな形 参考資料」を参考に作成するか，

①を簡略化した②「令和 4年度作成 簡略化 ひな型（参考）」の両方を示し，どちらかを医療

機関が選択して作成するよう依頼する。 

  

（３）有床診療所について 

   簡略化した「令和 4年度作成 簡略化 ひな型（参考）」を示し，作成を依頼する。 

 

 （４）公立医療機関について 

    総務省に確認すると，「公立病院に関するプランの策定は３回目となり，各地方公共団体・各

公立病院において策定のノウハウが蓄積されていること，また，公立病院経営強化の取組は，各

団体・各病院において地域の実情を踏まえて主体的に検討・実施することが重要であることか

ら，経営強化プランの「ひな型」を提示する予定はなく，今後，プラン策定の参考となる情報を

何らかの形で提供することは検討したいと考えている。」とのことなので，各地方公共団体及び

各病院が主体的に検討し作成してもらう。 

 

４ ひな型作成後の進め方について 

 （１）依頼方法について 

各圏域の地域医療構想調整会議，病院に対するヒアリング，依頼文等により説明し依頼する。 

 （２）作成時期について 

① 公立・公的・民間病院について 

令和 5年度中に圏域の地域医療構想調整会議で協議できるよう作成を依頼する。（作成時期に 

ついては圏域の事情に委ねる。） 

  ② 有床診療所について 

依頼文書あるいは訪問で作成を依頼し，提出時期を圏域事務局で決め，まとめて地域医療構

想調整会議に報告することで，合意を諮ることとする。 



 

3 

 

（別添） 

 

 

 
○○病院 

公的医療機関等2025プラン 

または 

2025プラン 

（参考資料） 

 

（案） 

 

 
令和 年 ○月 策定 

 

  

公的医療機関等の場合 

公立・公的医療機関等

以外の場合 

令和 4 年度作成 別添 ひな形 参考資料 
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【○○病院の基本情報】 

 

医療機関名： 

 

開設主体： 

 

所在地： 

 

 

許可病床数： 

（病床の種別） 一般病床 ○床，療養病床 ○床  

 

（病床機能別） 高度急性期 ○床，急性期 ○床，回復期 ○床，慢性期 ○床 

 

 

稼働病床数： 

（病床の種別） 一般病床 ○床，療養病床 ○床  

 

（病床機能別） 高度急性期 ○床，急性期 ○床，回復期 ○床，慢性期 ○床 

 

 

診療科目： 

 

 

職員数： 

 ・ 医師     常勤 ○人，非常勤 ○.○人 

 ・ 看護師    常勤 ○人，非常勤 ○.○人 

 ・ 准看護師   常勤 ○人，非常勤 ○.○人 

 ・ 助産師    常勤 ○人，非常勤 ○.○人 

 ・ 理学療法士  常勤 ○人，非常勤 ○.○人 

 ・ 作業療法士  常勤 ○人，非常勤 ○.○人  

＜その他，薬剤師，言語療法士など，必要に応じて追記してください。＞ 

 ・ 事務職員   常勤 ○人，非常勤 ○.○人  
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【１．現状と課題】 

 

①  構想区域の現状 

 

○ 2025年に向けて，それぞれの患者が，状態に応じて必要な医療を適切な場所で受けるこ

とのできる医療提供体制の構築に向けて，各医療機関が，地域における自らの立ち位置

を把握するためには，地域ごとの実情を把握することが必要。 

○ 各地域で策定した地域医療構想等を参考に，構想区域の現状について記載。 

 

都道府県が策定した地域医療構想を参考に記載すること。 

 

（記載事項例） 

・ 地域の人口及び高齢化の推移 

・ 地域の医療需要の推移 

・ ４機能（高度急性期・急性期・回復期・慢性期）ごとの医療提供体制の特徴 

・ 地域の医療需給の特徴（４機能ごと／疾患ごとの地域内での完結率，等） 

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  構想区域の課題 

 

○ 各医療機関が，地域において今後担うべき役割を検討するに当たり，その前提として，

地域ごとの課題を把握することが必要。 

○ 構想区域における課題について，①の記載事項を踏まえて整理し，記載。 

 

都道府県が策定した地域医療構想を参考に記載すること。 

 

（具体例） 

・ 人口減少に伴い，地域の医療需要も減少傾向にある 

・ 急性期医療の提供体制について，複数の医療機関で一部機能が重複している 

・ 急性期医療を受けた後の患者の受け皿となる医療機関が不足（いわゆる出口問題が深刻） 

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

適宜，図表を使用 

（地域医療構想，医療計画等を参考とすること） 

適宜，図表を使用 

（地域医療構想，医療計画等を参考とすること） 
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③ 自施設の現状 

 

○ 医療提供体制の構築に向けて，各医療機関が，地域における自らの立ち位置を把握する

ため，地域の実情に加え，自施設の現状を把握することが必要。 

○ 自施設の現状として，地域において現在果たしている役割等について記載。 

 

（記載事項例） 可能な範囲で記載してください。 

・ 自施設の理念，基本方針等 

・ 自施設の診療実績（〇年度実績） 

病棟毎（届出入院基本料，平均在院日数※1，病床稼働率※2）， 

施設毎（休日に受診した患者延べ数，夜間・時間外に受診した患者延べ数，救急車の

受入件数）等） 

    ※1 平均在院日数＝在棟患者延べ数(年間)/（（新規入棟患者数(年間)+退棟患者数(年間)）/2） 

    ※2 稼働率＝在棟患者延べ数(年間)/（稼働病床数*365（稼働日数）） 

 

・ 自施設の特徴（４機能のうち○○が中心，等） 

・ 自施設の担う政策医療（５疾病・５事業及び在宅医療に関する事項） 

（具体例） 可能な範囲で記載してください。 

 ○ 救急医療  

夜間休日搬送受入件数 年間 〇件 

時間外等加算割合（休日・夜間・深夜加算算定件数（初診）/初診料算定件数） ％ など 

○ 災害医療   

ＤＭＡＴ，ＤＰＡＴを保有し，○○年●●豪雨災害に派遣した。 

○ へき地医療 

  へき地診療所への医師の延べ派遣日数 年間○日。 

へき地における巡回診療の延べ診療日数 年間○日 

へき地医療拠点病院への医師の延べ派遣日数 年間○日，など。 

○ 周産期医療 

  ハイリスク分娩管理加算 年間〇件，分娩件数 年間 〇件， 

母体搬送受入件数 年間〇件，など。 

○ 小児救急医療 

   乳幼児休日・夜間・深夜加算算定件数（初診） 年間〇件， 

乳幼児加算初診料算定件数 年間〇件，など 

 

・ 自施設の担う新興感染症等対応 

  （具体例）重症患者受入れ，急性期を脱した患者受入れ，〇〇へ医師派遣，など。 

 

・ 他機関との連携（周産期医療については他の医療機関との連携を前提に対応，等） 

等 

 

 

 

 

 

 

適宜，図表を使用 
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④ 自施設の課題 

 

○ 各医療機関が，地域において今後担うべき役割を検討するに当たり，地域ごとの課題を

踏まえ，自施設の持つ課題を整理することが必要。 

○ 自施設の課題について，①～③の記載事項を踏まえて整理し，記載。 

 

（具体例） 

・ 地域の医療需要の減少が見込まれること，近隣の○○病院との機能の一部重複があるこ

とから，現状の体制を維持するべきか否か，検討が必要 

・ 地域で不足している，急性期医療を受けた後の患者の受け皿となる医療機関の整備に向

けて，当院の役割の再検討が必要 

等 

 

 

 

  
適宜，図表を使用 
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【２．今後の方針】 ※ １．①～④を踏まえた，具体的な方針について記載 

 

① 地域において今後担うべき役割 

（具体例） 

・ 2次救急を担い，3次救急は○○病院へ，急性期を脱した患者については○○病院との連

携を行う。 

・ ○○病院のみでは対応しきれない，脳卒中及び心血管疾患への対応を中心とした急性期

医療の提供体制は維持していく 

・ 地域における回復期機能の一翼を担う 

等 

 

 

② 今後持つべき病床機能 

（具体例） 

・ 現在の急性期病棟は一定程度維持する必要があるが，規模の適正化を検討する 

・ 回復期機能を提供する病棟の整備について検討する 

等 

 

③ 新興感染症等対応について 

（具体例） 

・ 重症患者受入れに対応する。急性期を脱した患者受入れに対応する。○○の理由で現状で

は受け入れない。透析患者，妊婦患者の受入れを行う。医師，看護師を他院に派遣する。 

  等 

 

 

④ 働き方改革への対応について 

（具体例） 

・ 現行ではＡ水準になる。連携Ｂ水準に指定する予定。Ｂ水準に指定する予定。 

・ Ａ水準のままでも現行の医療提供体制を確保できる。 

・ 働き方改革が始まると，（○人）医師の確保ができず，現行の医療提供体制を確保できない

ため，夜間（土日，祝日）の体制を見直す必要がある， 

 等 

 

 

⑤ 建物の建替え，改修，高額医療機器の購入について 

（具体例） 

・ 令和○年に建替え（改修）予定。（基本設計，実施設計，工事着工，竣工，開院の予定時期） 

・ 令和○年にＭＲＩを購入予定（共同利用の有無）。 

  等 

 

 

 

⑥ その他見直すべき点 

（具体例） 

・ 医療機関全体として，病床利用率が低下傾向であり，今後の医療需要の推移を加味して，

最適な病床規模について検討する 

等 
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【３．具体的な計画】 ※ ２．①～⑥を踏まえた具体的な計画について記載 

 

① ４機能ごとの病床のあり方について 

 

 ＜今後の方針＞ 

 現在 

（令和○年度病床機能報告） 

 将来 

（2025年度） 

高度急性期    

急性期    

回復期  →  

慢性期    

（合計）    

 

 ＜（病棟機能の変更がある場合）具体的な方針及び整備計画＞ 

  （記載事項例） 

  ・ 病棟機能の変更理由 

  ・ 病棟の改修・新築の要否 

  ・ 病棟の改修・新築の具体的計画 

  （具体例） 

  ・ 地域に不足する回復期機能を提供するため，７階Ａ病棟を急性期から回復期に変更 

  ・ 病棟機能の変更に伴い，リハビリテーション室を１室作成（２病室を廃止） 

  ・ リハビリテーション室の増築に伴い，病床数を減少（40床→30床） 

 

 ＜年次スケジュール（記載イメージ）＞ 

 取組内容 到達目標 （参考） 

関連施策等 

2022年度 

 

 

 

 

○自施設における合意形成

に向けた協議 

 

 

 

 

 

 

 

○自施設の今後の病床のあり方

を決定（本プラン策定） 

 

2023年度 

 

 

○地域医療構想調整会議に

おける合意形成に向け検討 

 

 

 

 

 

 

○地域医療構想調整会議におい

て自施設のプランに関する合意

を得る 

 

 

2024年度 

 

○具体的な病床整備計画を

策定 

 

○施工業者の選定・発注 

 

 

 

○2024年度中に整備計画策定 

 

○2024年度中に着工 

 （・現病棟の担う機能は一時 

   的に他の病棟で補う） 

 

2025年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○2025年度末までに 

 ・新病棟稼働 

 （・旧病棟廃止） 

 

 

医

師

の

働

き

方

改

革 

 

第

8

次

保

健

医

療

計

画 

保

健

医

療

計

画

見

直

し 

２
年
間
で
プ
ラ
ン
（
対
応
方
針
）

の
策
定
や
見
直
し 

 

直近の病床機能報告を

記載してください。 
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② 診療科の見直しについて 

検討の上，見直さない場合には，記載は不要とする。 

 

 ＜今後の方針＞ 

 現在 

（本プラン策定時点） 

 将来 

（2025年度） 

維持 

 

→ 

 

新設  → 

 

廃止 

 

→  

変更・統合 

 

→ 

 

 

 ＜（診療科の見直しがある場合）具体的な方針及び計画＞ 

  （記載事項例） 

  ・ 診療科の新設・廃止・変更・統合等の理由 

  ・ （新設等の場合）具体的な人員確保の方策 

  ・ （廃止等の場合）廃止される機能を補う方策 

  （具体例） 

  ・ 近隣の○○病院との機能の重複があるため，△△科を廃止 

  ・ 地域における△△科の患者については，協議の上，○○病院で対応していただく方針 

  ・ 構想区域内に提供施設がないため，□□科を新設 

  ・ □□科については，隣接する構想区域の▽▽病院と提携し，人員を確保 

 

 

③  その他の数値目標について 

 

医療提供に関する項目 

・ 病床稼働率 

・ 手術室稼働率 

・ 紹介率 

・ 逆紹介率 

経営に関する項目＊ 

・ 人件費率 

・ 医業収益に占める人材育成にかける費用（職員研修費等）の割合 

 その他 

 

＊地域医療介護総合確保基金を活用する可能性がある場合には，記載を必須とする。 

 

【４．その他】 

（自由記載） 

 



令和4年度作成　簡略化　ひな型（参考）

令和○年○月作成
項目 記載例

病院名 ○○医療法人　●●病院

R4.7.1現在の病床数（総数）
・高度急性期
・急性期
・回復期
・慢性期
・休床
R7.7.1現在の予定病床数（総数）
・高度急性期
・急性期
・回復期
・慢性期
・休床

職員数（令和　年　月　日現在）
・医師　　　　 常勤　○人，非常勤　○.○人
・看護師　　　常勤　○人，非常勤　○.○人
＜その他，薬剤師，言語療法士など，必要に応じて追記してください。＞

現在（令和　年　月　日現在），自施設
の担っている診療実績　（○年度実績）

・病棟毎（届出入院基本料，平均在院日数※1，病床稼働率※2など）
・施設毎（休日に受診した患者延べ数，夜間時間外に受診した患者延べ
数，救急車の受入れ件数など）
※1　平均在院日数＝在棟患者延べ数(年間)/（（新規入棟患者数(年間)+退棟患者
数(年間)）/2）
※2　稼働率＝在棟患者延べ数(年間)/（稼働病床数*365（稼働日数））

現在（令和　年　月　日現在），自施設の担っている政策医療（5疾病5事業，在宅医療） がん，心筋梗塞，在宅医療を担っている，など

現在（令和　年　月　日現在），自施設の担っている新興感染症等対応
重症患者受入れ，急性期を脱した患者を受入れ，○○の理由で受け入れ
ていない，など

現在（令和　年　月　日現在）の他機関
との連携

2次救急を担い，3次救急は○○病院へ。急性期を脱した患者については
○○病院へ。主に回復期を担う，など

現在（令和　年　月　日現在）の自施設の課題

・地域の医療需要の減少が見込まれること、近隣の・○○病院との機能の
一部重複があることから、現状の体制を維持するべきか否か、検討が必
要
・地域で不足している、急性期医療を受けた後の患者の受け皿となる医療
機関の整備に向けて、当院の役割の再検討が必要，など

R7年(2025)において地域で担う役割

・○○病院のみでは対応しきれない、脳卒中及び心血管疾患への対応を
中心とした急性期医療の提供体制は維持していく
・地域における回復期機能の一翼を担う，
・在宅等からの急性増悪した高齢患者を受け入れる役割を担う，など

R7年(2025)において圏域内の他の医療機関に果たしてほしい役割

・○○病院は，圏域内の高度急性期を担ってほしい。
・●●病院は，他病院から急性期を脱した回復期をもう少し受け入れてほ
しい，など

R7年（2025）），自施設の担っている政策医療（5疾病5事業，在宅医療） がん，心筋梗塞を担う予定，在宅医療を拡大していく，など

R7年（2025），自施設の担っている新興感染症等対応
重症患者受入れ，急性期を脱した患者を受入れ，○○の理由で受け入れ
ない，など

R7年（2025）の他機関との連携
2次救急を担い，3次救急は○○病院へ。急性期を脱した患者については
○○病院へ。主に回復期を担う，など

R6（2024）からの働き方改革への対応について
・Ａ，連携Ｂ（派遣する病院），Ｂ（救急医療等）のどの水準にするか。
・現状の医療提供体制の確保のために医師は確保できるか。

建物の建替え，改修予定
・予定時期（基本設計，実施設計，工事着工，竣工，開院）の確認。
・建替え・改修に合わせて，不足している病床機能への転換，他医療機関
との機能分担・連携の考えについて確認。

高額医療機器の購入
・何を,いつ頃購入するか確認。
・購入に合わせて他医療機関との共同利用,機能分担・連携の考えについ
て確認。

今後の自施設の課題，不安要素，他医療機関との連携希望，など
医師の確保に課題があり，近隣の○○病院と役割分担（再編）に向けて話
してみたい，など。

                           ○○病院・診療所（クリニック）　2025プラン（参考資料）  （案）民間病院・有床診療所

の場合
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